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文部科学省 23、厚生労働省・国土交通省各 19、農林水産省 13、経済産業省 10、総務省・
財務省各 3、内閣府・外務省・環境省各 2、消費者庁・防衛省各 1）2のうち、39 法人（所
管内訳：文部科学省・厚生労働省各 11、農林水産省・国土交通省各 6、経済産業省 2、総務
省・財務省・環境省各 1）が対象となった。調査対象法人は表 2-1-1 のとおりである。 
調査票（資料編２参照）は郵送したが、インターネット上でもダウンロードを可能とし、
記入後、同封の返信用封筒、E-mail、FAX のいずれかでの返送を依頼した。調査実施日は
2015 年 1 月 7 日、締切りは同年 1 月 30 日とした。 
 
  
                                                  








No. 種別No. 所管 独立行政法人名
1 1 文部科学省 国立特別支援教育総合研究所
2 2 文部科学省 物質・材料研究機構
3 3 文部科学省 防災科学技術研究所
4 4 文部科学省 放射線医学総合研究所
5 5 文部科学省 国立文化財機構
6 6 文部科学省 科学技術振興機構
7 7 文部科学省 理化学研究所
8 8 文部科学省 宇宙航空研究開発機構
9 9 文部科学省 日本スポーツ振興センター
10 10 文部科学省 海洋研究開発機構
11 11 文部科学省 日本原子力研究開発機構
12 1 厚生労働省 国立健康・栄養研究所
13 2 厚生労働省 労働安全衛生総合研究所
14 3 厚生労働省 労働政策研究・研修機構
15 4 厚生労働省 労働者健康福祉機構
16 5 厚生労働省 医薬基盤研究所
17 6 厚生労働省 国立がん研究センター
18 7 厚生労働省 国立循環器病研究センター
19 8 厚生労働省 国立精神・神経医療研究センター
20 9 厚生労働省 国立国際医療研究センター
21 10 厚生労働省 国立成育医療研究センター
22 11 厚生労働省 国立長寿医療研究センター
23 1 農林水産省 農業・食品産業技術総合研究機構
24 2 農林水産省 農業生物資源研究所
25 3 農林水産省 農業環境技術研究所
26 4 農林水産省 国際農林水産業研究センター
27 5 農林水産省 森林総合研究所
28 6 農林水産省 水産総合研究センター
29 1 国土交通省 土木研究所
30 2 国土交通省 建築研究所
31 3 国土交通省 交通安全環境研究所
32 4 国土交通省 海上技術安全研究所
33 5 国土交通省 港湾空港技術研究所
34 6 国土交通省 電子航法研究所
35 1 経済産業省 経済産業研究所
36 2 経済産業省 産業技術総合研究所
37 1 総務省 情報通信研究機構
38 1 財務省 酒類総合研究所




第 2 節 回収状況 
 
法人の理事長 39 人を対象に実施した本アンケート調査の回収状況は表 2-2-1 のとおりで
ある。全体の回答率は 49％であった。 
 
表 2-2-1 調査票回収状況 
対象 対象数 回答数 回答率 
所管 
文部科学省 11 6 54.55% 
厚生労働省 11 3 27.27% 
農林水産省 6 5 83.33% 
国土交通省 6 3 50.00% 
経済産業省 2 0 0.00% 
総務省 1 0 0.00% 
財務省 1 1 100.00% 
環境省 1 1 100.00% 






第 3 節 調査結果の概要 
 
１．回答者の担当部署 
今回の調査で回答のあった 19 件の回答者の担当部署は、図 2-3-1 のとおりである。総務
系（労務・法務を含む。）が最も多く 47％（9 件）、次いで研究企画・企画戦略などの研究
企画系が 37％（7 件）、連携普及・知財系が 11％（2 件）、直轄（コンプライアンス）が 5％
（1 件）であった。 
ただし、利益相反ポリシー等を制定して実際に利益相反マネジメントに取り組んでいる 10
法人について整理すると、研究企画系が最も多く 50％（5 件）、次いで総務・労務系が 30％












































































り、制定していない法人が 47％（9 件）であった。 
また、個人としての利益相反ポリシーや規則・規程等を「制定している」と回答した 10





図 2-3-3 個人としての利益相反ポリシーや規則・規程等の制定 
  
 
図 2-3-4 個人としての利益相反ポリシーや規則・規程等の制定年 
注）ポリシーや規則等の制定年月日が異なる場合は、何らかの規則等を最初に制定した年とした。 
 
おりであった。2005 年の制定が 2 件あった他は 2003 年～2013 年までの間に各 1 件ずつの
回答があり（2004 年と 2012 年は該当なし）、制定年にはばらつきがある。 
 さらに、個人としての利益相反ポリシーや規則・規程等を「制定していない」と回答し
た 9 法人に対して、現在の状況について回答を求めた結果、図 2-3-5 のとおりとなった。「現
在のところ利益相反ポリシーや規則・規程等を策定する予定はない」が 78％（7 件）「現在
利益相反ポリシーや規則・規程等を策定中である」と「今後利益相反ポリシーや規則・規
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（回答数：10）

























件の記載があった（資料編１参照）。内容をまとめると表 2-3-3 のとおりとなった。 
「知的財産関連収入（実施料、ロイヤルティ）」と「株式等（保有 4、利益 1）」が各 5 件


















表 2-3-3 申告対象の個人的利益の内容 
内容 件数 
知的財産関連収入（実施料、ロイヤルティ） 5 




















団体当たりの利益が年間 100 万円以上、複数の企業からの利益の合計が年間 100 万円以上
など）」との設問に対しては、9 件の記載があった（資料編１参照）。内容をまとめると表
2-3-4 のとおりとなった。基準値を設定せず、全て申告させている法人が 6 件と最も多かっ
た。また、100 万円という基準を示している法人が 2 件ある。 
 














株式数に関わりなく 1 株についても対象など）」との設問に対して、9 件の記載があった（資
料編１参照）。内容をまとめると表 2-3-5 のとおりとなった。全体では「基準値は設定して
いない」とする回答が 6 件と最も多く、自己申告を求めていないとする回答も 2 件あった。
株式の種類別にみると、公開株式の場合は 5％以上、未公開株式（ストックオプションを含
む）は全てとする回答が各 1 件となった。 
 





公開株式 5％以上 1 





























表 2-3-6 産官連携活動に伴う自己申告の内容 
内容 件数 
金額を問わず全て、基準値は設定していない 6 

















































































































ねたものである。これについては、時間制限について、「80 時間／月」という基準が 2 件み
られた。報酬については、兼業の種類による規定がみられた。 
 
表 2-3-7 兼業制限の内容 
内容 件数 
全体 
8 時間／週 1 
80 時間／月 1 
40 時間（＝5 日）／月又は 50 日／年 1 
25 日／回 1 
2 年（許可期間） 1 
本務に支障をきたさないこと 1 
勤務時間外 6 時間／日（休日以外）・14 時間／日（休日） 1 
勤務時間内 80 時間／月 1 
小計 8 
報酬 
2 万円／時間（講演・放送番組出演等） 1 














ろ、10 件の記載があった（資料編１参照）。内容をまとめると表 2-3-8 のとおりとなった。
記入例が示すとおり、主に委員会の構成員についてたずねたものである。これについては
「職員」（7 件）、「外部有識者・外部委員」（5 件）、「役員」（3 件）、「理事」（2 件）が上位
に並んだ。また、「外部有識者・外部委員」（5 件）と記入した法人であって、記載された人





図 2-3-11 利益相反に関する法人内委員会制度 
 



























































































いてたずねたところ、8 件の記載があった（資料編１参照）。内容をまとめると表 2-3-11 の
とおり、人数と設置状況が判明した。人数については、1～2 名の対応になっている。また、
設置状況としては、「担当の係を設置」が 2 件、次いで「総務課職員が対応」、「企画戦略室
長が兼務」が各 1 件となった。 
 
 





















































の記載を求めた。この結果を制定年別にまとめると図 2-3-16 のとおりであった。2005 年、





図 2-3-15 組織としての利益相反ポリシーや規則・規程等の制定 
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（回答数：4）












則法第 61 条3の規定に基づいている」という回答であった。 
 
 













                                                  

















































議している」との回答が 100％で、「設置している」との回答はなかった（図 2-3-20）。 
 
 











































という設問には、「生じたことがない」という回答が 100％であった（図 2-3-22）。 
 
 




































く 50％（5 件）、次いで総務・労務系が 30％（3 件）、連携普及・知財系と直轄（コンプラ
イアンス）が各 10％（各 1 件）となった（図 2-3-2）。 
 
個人としての利益相反ポリシーや規則・規程等を制定している法人は 53％（10 件）であ
った（図 2-3-3）。制定年は、2005 年が 2 件あった他は 2003 年～2013 年までの間に各 1 件



























回答が 6 件と最も多く、自己申告を求めていないとする回答も 2 件あった（表 2-3-5）。株
式の種類別にみると、公開株式の場合は 5％以上、未公開株式（ストックオプションを含む）




























ていない」が 60％（6 件）、「制限を設けている」が 40％（4 件）となった（図 2-3-10）。「制
限を設けている」と回答した法人に対して具体的な記載を求めたところ 4 件の回答があっ


















い」の 40％（4 件）を若干上回った（図 2-3-13）。また、「利益相反アドバイザーを設けて
いる」との回答者に、具体的な記載を求めたところ 6 件の回答があり、内容を整理すると







名の対応になっている（表 2-3-11）。また、設置状況としては、「担当の係を設置」が 2 件、



























立行政法人通則法第 61 条の規定に基づいている」という記載があった（資料編１参照）。 
法人（組織）としての利益相反に関して、ポリシーや規則・規程等を「制定している」






に禁止事項を設けていない」との回答が 50％（2 件）、「その他」が 50％（2 件）であった





























































第 1 節 調査の対象と方法 
 
 第２章ではアンケート調査結果について記載したが、調査対象数が 39 法人と少なく、今
回のアンケート調査の回答率が 49％（19 件）であったため、補足として回答のなかった法
人についてインターネット調査（以下「ネット調査」という。）を行った。 
 回答のなかった 20 法人のうち、インターネット上でポリシー等を入手できたのは 9 法人
であった。9 法人の所管は、厚生労働省 5 法人、文部科学省 3 法人、経済産業省 1 法人であ
る。このうちポリシー（医学系研究ポリシーを含む）は 5 法人から入手でき、規程は 4 法
人から、また、自己申告書を 2 法人から入手することができた。参考までに、アンケート
調査で回答のあった 19 法人について調査したところ、利益相反ポリシーや規則・規程等を
制定している 10 法人のうち、6 法人についてポリシー等をインターネット上で入手するこ
とができた。このうち「ポリシー又は方針」を入手できたのは 4 法人、規程を入手できた













ポリシー・方針 5 4 9
規程 4 2 6
自己申告書 2 0 2














シーや規則・規程等を入手することができた 9 法人において、制定年月日が判明したのは 7
法人であった（図 3-2-1）。2010 年の制定が 2 件あった他は、2005 年～2014 年までの間に
とびとびに各 1 件ずつの回答があった。アンケート調査に回答のあった 10 法人を合わせる
と図 3-2-2 のとおりとなる。2005 年と 2010 年の制定が各 3 件あり、2007 年と 2008 年が




図 3-2-1 個人としての利益相反ポリシーや規則・規程等の制定年（ネット調査分） 
注）ポリシーや規則等の制定年月日が異なる場合は、何らかの規則等を最初に制定した年とした。 
 
10% 10% 10% 20% 10% 10%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
（全体：7）
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（全体：17）









果の内容をまとめると表 3-2-2 のとおりとなった。全体では「株式等（保有 4+5、利益 1）」
（ネット調査では全て「保有」で 5 件）が 10 件と最も多い。「知的財産関連収入（実施料、







































































表 3-2-2 申告対象の個人的利益の内容 
内容 
件数 
アンケート ネット調査 合計 
株式等（保有 4+5、利益 1） 5 5 10
知的財産関連収入（実施料、ロイヤルティ） 5 3 8
給与・兼業報酬 4 4 8
兼業の状況（企業等の活動） 3 1 4
知的財産権の保有 1 2 3
贈与 2  2
法人以外の収入全て 2  2
物品受領・無償の機材等提供 1 1 2
謝金 2 2
原稿料 1  1
講演料 1  1
供応接待 1  1
研究費補助実績 1  1
共同研究や特許実施許諾等にかかる研究費受領等 1  1
寄付金 1  1
役員兼業（無報酬を含む） 1  1
契約関係 1  1















表 3-2-3 個人的利益の自己申告の基準値（金額） 
内容 
件数 
アンケート ネット調査 合計 
基準値は設定していない、全て申告 6  6 
100 万円超／社・年 1 2 3 
100 万円以上／年 1 1 2 
5 千円超／件 1  1 
50 万円以上／年 1 1 





答が 7 件と最も多かった。株式の種類別にみると、公開株式の場合は 5％以上、未公開株式
（ストックオプションを含む）は全てとする回答が各 2 件となった。 
 
表 3-2-4 保有する株式の自己申告の基準値 
内容 
件数 
アンケート ネット調査 合計 
全体 
基準値は設定していない 6 1 7
申請（自己申告）は求めていない 2  2
10％以上 1 1
公開株式 5％以上 1 1 2
未公開株式 全て（ストックオプションを含む） 1 1 2










表 3-2-5 産官連携活動に伴う自己申告の内容 
内容 
件数 
アンケート ネット調査 合計 
金額を問わず全て、基準値は設定していない 6  6
200 万円超／社・年 2 1 3
200 万円超／年 1 1
200 万円以上／年 1 1
計 8 3 11
 
⑤自己申告の時期について 
 自己申告の時期についてはネット調査により 8 法人で判明した（図 3-2-6）。厚生労働省
科学研究費補助金の申請に係る自己申告が 63％、産官連携をする前に自己申告するものと、










































いることがわかった。また、このうち 7 法人で委員会の構成員が判明した（表 3-2-6）。ア
ンケート調査結果とネット調査結果の内容をまとめると表 3-2-7 のとおりとなった。全体で
は「職員」（11 件）、「外部有識者・外部委員」（7 件）、「理事」、「幹部職員」（各 5 件）など
の件数が多かった。 
  





4 所長、部長 6 名、外部有識者若干名、その他必要と認める者 





























表 3-2-7 法人内の利益相反委員会の構成 
内容 
件数 
アンケート ネット調査 合計 
職員 7 4 11 
外部有識者・外部委員 5 2 7 
理事 2 3 5 
幹部職員 1 4 5 
役員 3 1 4 
理事長 1 1 




中 7 法人（87％）は設けておらず、設けている法人は 1 法人（13％）のみであった（図 3-2-8）。
「設けている」法人の外部委員は「利益相反に高い見識を有する研究所の役職員以外の者」
となっている。また、アンケート調査に回答のあった 10 法人を合わせると、「設けていな
い」が 89％（16 件）で、「設けている」は 5％（1 件）である（図 3-2-9）。 
 
 
図 3-2-8 利益相反に関する外部委員会制度 図 3-2-9 利益相反に関する外部委員会制度 





になり、利益相反アドバイザーを設けている法人が 87％（7 件）、設けていない法人が 13％
（1 件）となった（図 3-2-10）。また、アンケート調査に回答のあった 10 法人を合わせる

































図 3-2-10 利益相反アドバイザーの設置   図 3-2-11 利益相反アドバイザーの設置 





「（顧問）弁護士」（7 件）、「外部専門家・外部学識経験者」（4 件）、「公認会計士」（3 件）
などが上位に位置している。 
 
表 3-2-8 利益相反アドバイザーの職名等 
内容 
件数 
アンケート ネット調査 合計 
（顧問）弁護士 4 3 7 
外部専門家・外部学識経験者 4 4 
公認会計士 1 2 3 
職員 2 2 
決まりはない 1 1 






















































リシー等を入手できたのは 9 法人であり、このうちポリシ （ー医学系研究ポリシーを含む）






ることができた 9 法人において、制定年月日が判明したのは 7 法人であった（図 3-2-1）。
2010 年の制定が 2 件あった他は、2005 年～2014 年までの間にとびとびに各 1 件ずつの回
答があった。アンケート調査に回答のあった 10 法人を合わせると、2005 年と 2010 年の制
定が各 3 件あり、2007 年と 2008 年が各 2 件となった（図 3-2-2）。他は 2003 年～2014 年




全て「保有」で 5 件）が 10 件と最も多い。「知的財産関連収入（実施料、ロイヤルティ）」
と「給与・兼業報酬」が各 8 件で続いた（表 3-2-2）。 
 個人的利益の自己申告の基準値（金額）についてのアンケート調査結果とネット調査結
果の内容をまとめると、全体では基準値を設定せず、全て申告させている法人が 6 件と最




プションを含む）は全てとする回答が各 2 件となった。 
 産官連携活動に関する自己申告についてのアンケート調査結果とネット調査結果の内容
をまとめると、全体では「金額を問わず全て、基準値は設定していない」が 6 件と最も多
かったが、200 万円という基準が 5 件となった（表 3-2-5）。 
 自己申告の時期についてはネット調査により 8 法人で判明した（図 3-2-6）。厚生労働省
科学研究費補助金の申請に係る自己申告が 63％、産官連携をする前に自己申告するものと、










ネット調査により 8 法人に設置されていることがわかった。また、このうち 7 法人で委員
会の構成員が判明した（表 3-2-6）。アンケート調査結果とネット調査結果の内容をまとめ
ると、全体では「職員」（11 件）、「外部有識者・外部委員」（7 件）、「理事」、「幹部職員」（各
5 件）などの件数が多かった（表 3-2-7）。 
外部の者で構成される利益相反アドバイザリーボードについて、ネット調査では 8 法人
中 7 法人（87％）は設けておらず、設けている法人は 1 法人（13％）にとどまった（図 3-2-8）。
「設けている」法人の外部委員は「利益相反に高い見識を有する研究所の役職員以外の者」
となっていた。また、アンケート調査に回答のあった 10 法人を合わせると、「設けていな




設けていない」が 13％（1 件）あった（図 3-2-10）。また、アンケート調査に回答のあった















































表 4-1-1 大学・学協会・独立行政法人における主要な利益相反マネジメント状況の比較 













た 300 団体の会長 
回答：108 件（36％） 







































































































100 万円超／社・年：16 件 
100 万円以上／年：6 件 










100 万円以上／年：1 件 
5 千円以上／件：1 件 
ロ イ ヤ ル
ティ 
200 万円以上／年：2 件 








50 万円以上／社・年：3 件 50 万円以上／社・年：15 件









17 件（19 件） 
100 万円超又は 5％以上：3
件（2 件） 








































































































































































































職員は、大学で専任 3％、兼任 90％、法人で専任 10％、兼任 80％である。 
 大学・法人において利益相反問題が生じた割合は、大学で個人としての利益相反が 10％、






















































































エ ※3 7 77.78%
19 100.00% 分母は19
2.1 ※4 10 100.00%
2.2 ※5 9 90.00%
2.3 ※6 9 90.00%



















































































a ※(1) 5 50.00%
b 6 60.00%
c 3 30.00%
d ※(2) 6 60.00%
e その他 ※8 3 30.00%
a ※9 4 40.00%
b 6 60.00%
10 100.00%
a ※10 6 60.00%
b 4 40.00%
10 100.00%
a ※11 4 40.00%
b 6 60.00%
10 100.00%








a ※13 6 60.00%
b 4 40.00%
10 100.00%
a ※14 1 10.00%












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































FAX で 1 月 30 日（金）までにご返信くださるよう、何とぞよろしくお願い申し上げます。 






・ 調査票返信先 E-mail アドレス yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp 






准教授  新谷 由紀子 
名誉教授 菊 本  虔 
＊ この調査に関するお問い合わせは下記までお願いいたします。 
  筑波大学利益相反・輸出管理マネジメント室




TEL & FAX 029-853-7461



































（理由：                                ） 
エ．現在のところ利益相反ポリシーや規則・規程等を策定する予定はない 











〔                                     〕 
2.2 個人的利益の自己申告の基準値（金額）について記入してください。 
 （記入例：1 企業・団体当たりの利益が年間 100 万円以上、複数の企業からの利益の合計
が年間 100 万円以上など） 
〔                                     〕 
2.3 保有する株式の自己申告の基準値について記入してください。 
 （記入例：公開株式の場合‐発行済み株式の総数の 5%以上、未公開株式（ストックオプ
ションを含む。）の場合は株式数に関わりなく 1 株についても対象など） 






〔                                     〕 
ｂ．自己申告させていない 
2.5 自己申告の時期についてあてはまるものをすべて選択してください。 






ｅ．その他〔                                 〕 
 















































専任の事務職員 1 名を置いている、利益相反担当の室を設けて専任事務職員 2 名を置
いている、など） 
〔                                     〕 
ｂ．利益相反担当の兼任の事務職員を置いている→具体的に記入してください。（記入例：





















ａ．制定している（制定年月日：     ）→具体的に記入してください。（記入例：法
人（組織）としての利益相反に関するポリシーを制定している、法人（組織）としての
利益相反に関する規則を制定している、など）→次の「２」に進む 









（理由：                                ） 
エ．現在のところ組織としての利益相反ポリシーや規則・規程等を策定する予定はな
い 












については、個人的利益の申告の基準値を年間 1 企業・団体当たり 50 万円（一般職員
は 100 万円）としている、など） 


















































Ⅴ 利益相反指針・細則等の Web 上情報等について 
利益相反ポリシー、規則・規程及び自己申告書の様式等が Web 上で公開されている場合
は、以下に URL の記載をお願いいたします。























































平成 27 年 3 月 
新谷 由紀子 
菊本   虔 
（筑波大学） 
TEL & FAX 029-853-7461 
〒305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
 
 

